












































































































































































































































































































































































































































































































端　　計 60未満 60～149日 150以上
?
?
計
昭40年
　45
　50
???
???
4，665
3，973
2，975
6，949
6，278
4，932
11，614
10，261
7，907
540
741
6！X
！，596
2，017
1，684
2，136
2，768
2，295
597
595
554
1，339
1，335
1，285
1，935
1，930
1，839
3，428
2，637
1，810
4，014
2，926
1，963
7，442
5，563
3，773
’76日本農業年鑑
は言えても）そこから再び立ちなおる可能性をもつものとしてとらえること
が必要であろう。
　総農家数の62％に達した第二種兼業農家の91％は男子の専従者のいない農
家である。　しかし，その農外就業先の40％は人夫・日傭などの不安定兼業で
あり，その他の恒常的勤務といっても，不況の影響をつよくうける中小企業
の多いことがよく知られている。二兼農家の中にも農業での自立志向をもつ
者が少なからずおり，ただ，農業的自立の見とおしがとざされているに過ぎ
　　　　　ロラないのである。
　今日の家族協業を構成する労働力は，農外にも流動しうる，また現に流動
している労働力であるから，その就業行動は，農外を含めた労賃（労働報酬）
水準に左右されるものである。つまり，その労働が農業内部に投ぜられるた
めには，その労働報酬が農外賃金に比してより多いことが要求される。農業
（7）河相一成「農民層分解の諸論点をめぐって」
　　　　　　　　　　　　　　　一12一
『農政調査時報』第229号　1975年。
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経営への複合部門の導入は，そのような労働の価値実現をとおしてはじめて
現実のものになる。
　土地もち労働者といわれる層も「地代要求と耕作要求とを同時にもつ」
（河相氏）ものであり，彼等の耕作要求をおしつぶしてくる資本の収奮を排
除する中ではじめてその耕作要求は展開するわけである。即ち，農産物の価
格を生産費をつぐなう水準に高める運動の中でしか，農業への労働力復帰は
実現しないであろう。それが成功したとき，はじめて家族経営が復活し，経
営内的な技術合理性が展開しはじめることになる。
　とはいえ，家族経営（家族協業）の復活がただちに経営複合化へすすむと
いうことは，家族労働力の経営内部での完全燃焼という論理だけですすむと
は考えられない。
　吉田氏が，経営複合化の要因として「自家労働力の完全就業」のほかに
「土地利用，自給生産，生物・家畜生産の技術的合理性」の三つを上げてお
られることは先にみたとおりである。これらいつれの要因も，無媒介に経営
複合化の要因と言えないものであることは先に簡単にふれておいたとおりで
ある。この中で「生物・家畜生産の技術的合理性」がどのような形で経営複
合化と結びつくかについて，ややくわしく検討することにしたい。
　磯部秀俊氏も　「農業生産の有機性による生物学的技術的事情に基因する」
「累積的生産効果」を経営複合化の要因としてあげておられる。　しかし，磯
部氏にあっては，「技術的事情」は「累積的生産効果」つまり「生産増加的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（s）又は費用節約的」な効果を通じて発現することが明瞭に示されている。
　吉田氏のいう「生物・家畜生産の技術的合理性」の中には，以上のような
価値生産的側面のみでなく，地力維持とか環境保全あるいは生産物の質（使
用価値）の問題が含まれているが，これは今日の商品生産経済の下では評価
されないわけである。環境への影響や生産物の質への評価が生産物の価格を
（8）磯部秀俊「前掲誉』177ページ。
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通じて行なわれることがない限り「生物・家畜生産の技術的合理性」がただ
ちに経営においての合理であることにはならない。そこに問題があるわけで
ある。
　七戸長生氏は，工業において，とくに装置工業において，コンビナートの
形成が，経営部門間の補完関係を契機として，直接的には，超過利潤の獲得
を目的として行なわれることの類推として，農業経営においても，同じ原理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのによって経営の複合化が行なわれると考える。ただ，農業においては，「制
度化した地代の制約」「土地種類の差による地代の差」　「生産技術上の利点
の発現が土地の自然的二度の差によって異なること」などの理由で複合化
の方向が早急には一般化しえないとしている。複合経営が成立するために
は，複合化による生産技術上の有利性や費用節約の効果が明らかであり，他
の単作経営に比してコストの低下を実現し，あるいは生産物のより高い価額
によって超過利潤を獲得できることが必要である。工業においては，まず専
門化による大量生産によってコストの低下を実現し，超過利潤を獲得し，独
占化した段階でコンビナート化がすすむという経過がみられる。原料が混合
物であり製品が多種類である（結合生産物）というような場合には，経営の
複合化はきわめて有利であったと思う。純粋に資本主義的企業である工業に
おいて複合化の原理は利潤であり，きわめて明瞭である。　しかし，そのよう
な技術的合理性がつらぬかれる反面において，環境破壊などの非合理をとも
なったこともまた事実である。七戸環の考察は，資本主義的な農業経営を対
象としており，利潤原理にもとつく複合化が考えられているわけであるが，
その立場から，経営方式決定の理論としてのブリンクマンの丁分化力」と
「統合力」の関係についてもふれている。言うまでもなく，「統合力」は経
営を複合化する力であり，「分化力」は作物立地を決定する力であるが，こ
の二つの概念のうち「分化力」即ち「地代指数」が規定的であることを指摘
（9）七戸長生r農業機械化の動態過程』農業総合研究所
　　　　　　　　　　　　　　一14一
1974年　94～IOOAe　・一ジ。
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している。即ち，複合化の要因とされる「統合力」　（労働力利用共同，生産
手段及び土地利用共同，生産物利用共同）は，純収益を最大にするという経
営目的に従属した概念であり，それ自体は直接的に経営方式の決定を行ない
　　　　　　　　　　　　（10）うる要因ではないとしている。
　今日の我国の農業も，その中心は価値生産として行なわれている以上，そ
の技術的合理性は，農家の所得追求目的に従属して選択されるものとならざ
るをえないのである。
第三節　農協共販と複合経営
　今日の複合経営論は，家族労働力の一とくにその基幹部分の一農外労
働市場への流出という事態への対処として打ち出されたものであるから，複
合部門の生産物をいかに有利に販売するかという点が，労働力を農業経営内
部にUターンさせるきめ手になる。それなしに複合部門の経営への定着はあ
りえず，複合経営の確立はありえないわけである。たとえそれが，農業の本
質からみて，即ち，自然環境の保持，地力保全，良質な食糧の生産，人類の
生存条件の持続という農業のあるべき姿からみて理想であったとしても一
である。
　周知のように，現代の複合経営論隆盛の背後には，いくつかの開明的農協
幹部の長い実践の歴史がある。本節では，その典型をつくった茨城県玉川農
協，岩手県の志和農協；大分県の下郷農協の実践例をとりあげ，複合経営の
成立が，生産物の共販によって支えられてきていることを確認し，そこで展
開されている複合経営の性格とその展開方向について考察したいと思う。
（上記三農協の実際については豊富な記録があるので，ここではアウトライ
ンを指摘するにとどめる。）
（10）七戸長生『前掲椥フ9ページ。
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　　　　　　　　　　　　　（ユ）　（1＞玉川農協のプラスα農業
　玉／t川農協は1957年に「米以外に30万円とろう」のスローガンをうち出し，
農業内部のプラスα部門からの収入を米作からの所得につけ加えることによ
って，農家が農業だけで生活する道を追求した。地区の平均米作規模は70α，
当時の米作所得は平均20万円であり，これだけでは上昇する生活費に追いつ
くことができなくなったことから，兼業化による収入の追加のかわりとして
プラスαの導入が考えられたのである。プラスαの部門の価格は不安定であ
り，披術も資金も個別農家にないものであったから，農協は，技術指導と融
資及び生産物の販売に努力を集中し，価格変動に対しては，長期平均払制を
考案して実施した。その後，生産物の処理，加工，販売については，大量生
産の有利性を生かすために，農協間協同により共同処理・加工を行なうよう
になった。更に，生産の面での共同化（豚舎，施設）をすすめ，糞尿の共同
処理を行なっている。最：近では，東京の生協と直結し，添加物の少ない自家
配合飼料によって生産した卵を軸に青果物の販売を行なう方向にすすんでい
るp75年センサスで，茨城県の専業農家率は平均14％であるが，玉川農協の
ある旧玉川村の専業率は32％で，70年の同28％よりも専業農家率が上昇して
いることは，上記の活動の成果として注目される（戸数でも増加）。
　複合経営の確立という点から玉川農協地区の農家のたどった方向をみると
玉川農協地区の方向は，個別経営のプラスα部門を集団化し，大規模生産の
メリットを享受しつつ，資本主義の合理性が支配する流通機構に対応すると
いう方向である。つまり，家族経営が，その内部における農業生産力の諸要
素の合理的配分ということを契機として，また自然的物質循環の合理性を保
持しつつ，自己完結的に複合部門を確立するという方向ではなかった。例え
ば，家畜の糞尿処理は，個別経営の内部循環の形で処理するのではなく，集
（1）山ロー門r玉川農協の実践』農山漁村文化協会　1964年。同r農協組合長日記』家
　の光協会　ユ969年。同r実践的農協論』現代企画社　1968年。同r新しい村，田園都
　市』同，1970年，など。
　　　　　　　　　　　　　　　一16一
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）団化して処理することによって処理コストを引き下げるという方向である。
　「生産の場と生活の場を分離し，生産は共同で，生活は自分本位に」とい
うのが当時の組合長山ロー門氏の考えであり（田園都市構想），玉川農協の
めざす方向は，個々の農家レベルでの複合経営の確立一吉田野の言う自給
を基礎とした小農的複合経営　　でないことが分る。平均耕地面積105αと
いう狭い土地基盤，交通網の発達によりすでに都市通勤圏内にくみこまれて
いる玉川地区において，個別経営レベルでの複合経営の成立する余地はきわ
めて乏しいと思われるのである。しかし，一方において，東京都の生協との
産地直結を通じて，都市住民の自然健康食品への要求が農家にもちこまれ，
庭先養鶏や小規模なぞさい生産が行なわれはじめるという新しい動きのある
ことは注目される点である。
　　　　　　　　　　（3）　②　志和型複合経営
　志和農協は直接的にも玉川農協のプラスα農業の影響をうけ，その経験を
とり入れて1960年頃から，水稲単作型から経営の複合化にふみ出した。以前
から和牛飼育や酪農，養豚，養鶏，タバコ，　リンゴ作などが行なわれてはい
たが，それらを複合経営の部門として位置づけるとともに，新たに冬作とし
てシイタケを少しおくれてキウリを導入し，65年頃までにはそれらの販路を
確立し複合化を定着させていった。和牛については大阪の卸問屋と契約し，
志和牛の銘柄をつくり，子豚は盛岡市場，シイタケは札幌市場などに売りこ
み，一定のシェアを確保している。農協の体制としては，事務部門を合理化
（2）農政調査委員会「家畜ふんの流通利用」　r日本の農業』同委員会，90・91号，1974
　年。
（3）志和農協r季節出稼と稲作農業の構造』同農協，1963年。農山漁村文化協会rイナ
　作地帯の複合経営』同会　1969年。東北農試r紫波農業の構造分析』同，1970年。佐藤
　正「稲作農業と複合経営」r減反と農民』北海道農業農協問題懇談話点々報1973年。
　農山漁村文化協会r岩手県志和地区における農家実態調査』同会，！975年。佐藤　正
　　「酒造業の合理化と酒造出稼ぎ母村の構造変化の分析」吉田寛一r高度経済成長と地
　域の農業構造』農山漁村文化協会　1975年など。
　　　　　　　　　　　　　　　　一17一
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して縮少し，その分の人員を営農指導部の強化にむけ，複合部門の技術指導
の責任を負い，施設資金，家畜導入資金の融通を行ない，作物別部会を確立
して生産者の自主的な品質管理，市場調査と共販の体制をつくった。もとも
とこの志和地区は，酒屋出稼ぎ（南部杜氏）の本場で，農家の多くが稲作と
出稼ぎによって生活する村であった。それが，60年代に入ると酒造業の近代
化がはじまり，旧来の形での職人的労働市場は縮回する傾向がみえはじめ，
盛岡への通勤兼業への転換がはじまる。一方稲作では，山王海ダムの完成に
よって開田がすすみ，収量が安定し，機械の導入によって省力化がすすんで
きた。以上が経営複合化を農協首脳部が考えた背景であった。
　志和農協の販売事業の推移をみると，昭和40年には米が5　ca　2，000万円で
総販売額の73％を占め，次いで肉牛1億4，500万円（20％）となっており，
他にみるべきものはない。それが昭和48年越は，米8億9，700万円（50％），
肉牛3億4，300万円（19％）に次いで，キウリ1億5，500万円（9％），子豚
9，300万円（5％），肉豚6，700万円C4％），シイタケ5，100万円（3％）
と多様化している。販売総額も17億7，700万円と40年の2．5倍になっている。
農山漁村文化協会のr稲作地帯の複合経営』て1969）によれば，農家による
作物の組合せは多種多様であり，稲＋和牛＋シイタケ，稲＋そさい＋養豚，
稲＋果樹＋和牛，稲＋タバコ＋和牛＋養鶏，などさまざまな複合経営がみら
れる。しかし，これら複合経営においても家族員の兼業は進行しており，70
年センサスでの志和地区の専業農家率は5％，75年センサスでは6．5％とな
っている。　（第一種兼業農家が比較的多く，70年センサスで71％，75年セン
サスでは57％となっている。）
　志和の経営面積は1戸当り平均166αで玉川農協地区の2倍以上の規模と
なっている。2肱以上の農家は全農家の35％を占めている（75年）。従って，
一定の土地基盤を有する上層農家において，個別経営レベルでの複合経営が
成立する条件があったと考えられる。1975年の農山漁村文化協会による実態
調査によれば，志和の複合経営が，生活型＝自給型（あまり一部門の規模を
　　　　　　　　　　　　　　　一IR一
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大きくせず生産物も自給中心に考える型）と所得型（複合部門からの所得を
稲作所得と併せて確保しようとする商品生産型）及び資本型（一部門の規模
拡大を行なって利潤を追求しようとする型）に分化しつつあるという。所得
型はもともと志和の複合経営のねらいであったわけで，そのrlコから，専作的
な規模拡大を追求する農家が生れてきたということであろう。
　もう一つの注目すべき動きは，農協による個別経営の補完を目的とする事
業の進行である。一つは山骨部に素牛生産の基地をつくることで，農協の直
営で素牛生産を行ない肥育農家に素志を供給しようとするものである。
　稲作では，ライスセンターが建設され，　コンバインの共同利用がはじまっ
ている。志和農協では，まずライスセンターをつくって，稲作の省力化をは
かることはせずに，先に，複合部門の導入からはじめて，その必要から稲作
の省力化に手をつけるという考え方をもっていた。それが，他の農協のやり
方とちがう点であるわけだが，複合部門の定着拡大とともに，個別農家の自
己完結的な複合経営から，次第に，地域的な複合化への対応が必要になって
きているとみることができる。もともと，多角的な作物・家畜の導入が個別
経営内で合理的な組み合せとして行なわれたわけではないだろう。例えばキ
ウリの導入は夏に農繁期を形成して，シイタケのホダ場の管理と矛盾する。
このため，シイタケの減産がおこっていると農文協の報告は述べている。和
牛の飼育は，購入飼料依存で行なわれており，裏作の麦作・飼料作は殆ど伸
びていない。つまり個別経営内部での飼料自給と糞尿による地力維持という
構造は確立されていない。
　その意味で，志和型複合経営は，やはり，所褐追求型のものであり，「生物・
家畜生産の技術的合理性」をつらぬいたものとはなっていないわけである。
　　　　　　　　　　　　　（4）（3）下郷農協の産直と複合経営
（4）玉麻吉丸「組合員とともに歩む営農指導事業の実際」　r労農のなかま』全農協労連
　　！975年2月号。奥　登「大分一下郷農協」　r明日の農村』新日木出版　19フ5年9
　　　　　　　　　　　　　　－19一
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　下郷農協は，1962年頃から牛乳の直販をはじめ，その直販ルートにのせて
生鮮食品や加工品を消費者に直売し，従来失なわれていた生産者と消費者と
の人的結びつきを回復することによって農業を再建した例として注目され
た。下郷農協は耶馬渓町の旧下郷を地盤とする農協であるが，旧臣郷村の中
には別にもう一つの農協があり，下郷農協は主に農地改革前の旧小作人層を
中心としてできた零細農協である。組合員の平均耕作面積は50αで，上記の
二つの農協地区にくらべても一そう零細農家が多い（下郷平均は70α）。70年
目ンサスで二種兼業農家の比率が53％，75年センサスで65％となっており，
山間部のきわめてきびしい自然条件の下に，兼業化がすすんでいる山村であ
る。
　そういう条件の中で，下郷農協は，組合員の多数を占める兼業農家の零細
な農業を保護し，その生産物を加工し，商品価値を高める方向で努力をして
きた。
　下郷農協の幹部は，下郷地区の農家の農業経営を「生活を目的とする経
営」として謡え，自給生産を基礎におき，その余剰部分を商品化してゆくと
いう考えをもっている。単作形態で規模を拡大してゆくという方向ではな
く，複合経営として，とくに有畜農業によって地力維持をはかりながら，農
薬にたよらない，安全で健康的な食品を生産し，それを消費者に供給する
ことによって農業収入も増大してゆくという考え方である。はじめは，知り
合いをたよって牛乳の直販をはじめるが，やがて消費者の組織化にすすみ，
それは北九州市民生協として確立された。生協の組織拡大にともなって牛乳
の消費が拡大され，それに応じて下郷の乳牛頭数の増加がされるが，やがて
それに応じきれなくなった段ll皆で，周辺農協にも呼びかけ，周辺3農協の参
加を得て，共同の供給体制を確立するようになっている。牛乳のルートに，
いろいろな生鮮野菜や，手づくりの加工食品が加わっていったことはすでに
・工O月号。玉麻吉丸「産直は農の理法を回復する」安達生恒r講座，農を生きる
一農業の論理とは何か』三一書房　！975年など。
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述べたとおりである。市民生協の組合員が下郷を訪問し，生産の実情を理解
し，あるいは注文をつけるという交流も継続的に行なわれている。
　以上のような下郷農協の行き方は，市場要求に応じ，規格化・標準化・大
量生産の方向をとる一般の行き方とは異なったものである。その後，この行
き方をとる農協の例はふえており，玉川農協なども，生協との提携をつよめ
ているわけである。
　下郷農協の組合員戸数は280戸で，専業農家は51戸であり，この専業農家
率20％は，下郷地区全体のll％，耶馬漢町平均の9％を大きく上廻ってい
る（70年）。これは，農協を中心とする産地直結方式によって支えられた結
果とみてよいであろう。しかし，兼業農家，どくに二兼農家のすべてが，農
業によって生活できることにはなかなかならない。急傾斜地の多い山村特有
の地形や，何よりも狭い耕地面積が大きな制約となっているわけである。下
郷の兼業は，人夫E1やといという不安定兼業が多い（70％……70年）。従っ
て二酉農家といえども，農業は生活を支える重要な柱であり，また，その農
業生産は自給的な性格をもち，多角的になっている。下郷農協の営農指導方
針が「目標は生活」であることをうち出せたのはそういう状況があったから
であろう。また，機械化の方針をとらなかったことも，その土地条件からし
て合理的であった。
　零細な兼業農家のつくる自給生産の余剰分を商品化してゆくことは，ふつ
う農協としてはめんどうであり農協経営にとってプラスにならないことであ
る。しかし，大量生産で遠隔地から輸送される見てくれはよいが味気のない
食品にくらべて，その生産物は安全であり，ふるさとの味を思いおこさせる
ものである。
　都市の消費者にそういう食品への要求が高まってきた時期に，下郷農協の
兼業農家も含めて生活を守るという方針がうち出され，両者の要求がマッチ
したわけである。また，はじめ少数の消費者に対する供給からはじめたこと
がよかったのだと思う。：不特定多数の消費者を対象とする市場流通では，雑
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多な少量の商品は排除されてしまう。市場流通にたよるとすれば大量生産・
規格化・標準化の方向をとらざるをえないのである。
　「下郷のやり方も，だんだん発展すれば，近代化に結びつく」，という危
　　　　　　　　　　　　　　　（5）惧も一部からは言われているという。たしかに生協が肥大化すればふつうの
スーパーとかわりなくなる例は多い。大量販売になれば大産地の規格化され
た商品を取り扱うのが合理的だからである。しかし，一方，下郷の側では，
そういう大量生産にすすむ条件は乏しいし，農協もそういう方針をとってい
ない。下郷では酪農がもっともすぐれた複合有畜農業であるとし，乳牛頭数
は自給飼料に見合った数にとどめるという指導をしている。耕種農家につい
ては，育成牛を導入して有畜農業にすることをすすめている。
　農産物の冷凍加工は農協が担当し，個々の農家の営農をたすけるという方
向である。
　生協が月巴大化して商社化しないようにすること，そして，農協が複合経営
の方針をくづさないことが，いわゆる「近代化」に進まないための条件であ
ろうと思う。
第四節　現代複合経営の成立条件とその意義
　第二節において検討した複合化の理論と，第三節においてまとめた複合経
営の実践の事例検討によって，資本主義の生産関係の中に深く組みこまれた
我国の戦後自作農が，商品経済の論理を媒介とすることなしに，複合経営の
方向に進むことはありえないことが明らかになったと思う。特殊的に経営基
盤が豊かであり労働力にめぐまれた一部の上層農において自己完結的な（と
いっても比較的な意味であるが）複合経営が成立することは考えられるが，一
般には，複合部門の生産物を商品として，その価値実現を遂行する農協の存在
（5）佐藤々三郎「農業は三明論だけではつかめない」　『朝日ジャーナル』朝日新聞社
　1975年工2月19日号。（但し，この発言は前田俊彦氏のもので，佐藤氏はこれを批判し
　ている。）
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が，農民的複合経営成立を支える条件として決定的な意味をもつのである。
　一般的に言っ・て今日までのふつうの農協の行き方は，米作地帯においては
「米の上にあぐらをかき」，価格保障のない複合部門の生産物の取扱いにつ
いては消極的であった。あるいは，米以外の商品生産の推進については，そ
の専作化・大規模化の方向を追求した。それは日本の戦後農政の追求した方
向であり，農協はそれに忠実に従ってきたわけである。第三節でみた三つの
農協は，そのような近代化農政に対して，農業生産力の技術的合理性にもと
つく複合経営路線を対置し，すすめてき牟事例である。一般に，複合部門の
生産物の価値が，農家の労働力の再生産を保証する形で実現するためには，
大規模化した流通市場で評価をうけることが必要であり，それを追求すると
生産も大規模化し，専門化することが必要になり，複合経営はくつれてゆく
ことになる。複合部門が個別経営内で他部門との技術的な意味での合理的な
バランスをとりつつ存続する道としては，そのような複合部門であるが故に
評価されるような新しい流通形態をとる必要がある。その一つが下郷にみら
れる産直の形態であった。そこでは，生産物の生物としての健全さが評価さ
れること，即ち生産の内的要因の価値生産から使用価値生産への転化が繭芽
的にではあれ形成されつつあるといえる。
　そのような新しい流通形態をつくり出す力は個々の農家の努力だけでは不
可能であり，農協（あるいは農家集団による共同出荷組織）の活動が必要で
ある。
　志和農協の複合経営づくりを援助してきた佐藤　正氏は，今日の農家の経
営を，農業機械化段階の小農経営としてとらえ，「商品生産に立脚する合理
　　　　　　　　くユ　的科学的複合経営」の確立を唱えているが，一方その経営は，資本主義の影
響をうけることは免がれないので，協同による資本主義的諸関係への対応が
不可欠であるとしている。佐藤氏は今日の家族経営は「計画性がなく，販売
（1）吉田寛一『高度経済成長と地域の農業構造』農山漁村文化協会　1975年　第’3章
　121ページ。
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力がきわめて弱い。余裕がなくて充分な勉強ができず，現代のすすんだ科学
技術をとり入れることができない」従って小農のこの弱点を補う農協の活動
が必要であり，　「複合経営は個別経営の論理としてではなく，地域農業を含
　　　　　　　　　　　　　くのめた論理として考えねばならない」としている。吉田寛一氏が家族経営の論
理として複合経営が出てくるというのに対して，佐藤氏は商品生産に立脚す
る個別経営の論理としては必ずしも複合経営は成立せず，農協を中心とする
活動が必要だと言っていると思う。
　日本の経済が戦後60年代以降高度成長を遂げ，農家の総兼業化がすすみ，
米以外の農産物の生産が外国農産物の輸入攻勢の中で軒なみに凋落し，奇型
的な加工型畜産の大型化と採算に合わない過度の機械化・施設化がすすむ中
で，　日本農業を「生物・家畜生産の技術的合理性」にもとつく複合経営とし
て成立させるためには，以上にみたような生産者及び消費者の主体的な運動
と両者の結合が必要であることを強調したい。もちろん，生産者自身の自覚
的な動きは，国あるいは地方自治体の政策に支えられることによって，日本
農業全体のものになるわけである。この点は，複合経営を論ずる場合に多く
の人達が指摘するところである。その例として，例えば，長　憲次氏は，複
合経営成立の条件として，α）農産物価格の引上げ，㈲　排水を中心とした
土地基盤の改良，㈲　土地利用の高度化と土地生産力の引き上げをもたらす
　　　　　　　　　　　　　　　（3）ような新技術体系の確立，を挙げている。
　稲作を中心とする我国農業において，水田の土地改良と，水田の多角的利
用の技術体系の確立が，複合経営成立のためにとくに重要な点であることは
言うまでもない。ただ，そういう政策課題の実現を要求してもその実現は容
易ではなく，自らの力で価格の引上げと新しい技術をつくり出してゆくこと
が必要になっているわけである。
　第三節であげた三農協にとどまらず，各地でそのような動きがあるわけ
（2）佐藤　正「稲作農業と複合経営」　r減反と農民』前掲書。
（3）轟憲次「複合経営の成立条件」　r農村文化運動』61号　1976年。
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で，その経験は数多くほりおこされ紹介されてきている（例えば，岩手県
湯田農協や北海道の東旭川町農協，洞爺村農協など。また，有機農法を実践
し，．都市の消費者グループと直結する農民の運動も，複合経営確立の運動の
一環を形成するものとしてとらえることができよう。）
　最：後に，今日の複合経営が，「生物・家畜生産の技術的合理性」を十全に
発揮した複合経営ではないという点について考えてみたい。
　これは，志和農協の複合経営について指摘したことであり，玉川農協の養
豚・養鶏経営も，土地の少ない農家がそれを専業的に行なっているわけで，
飼料は殆ど購入に依存している。技術的合理としての複合経営が成立するた
めには，相当の土地基盤がなくてはならない。とくに「生物・家畜生産の鼓
弓的合理性」を貫ぬく場合に，家畜生産をともなう有畜農業がもっとも望ま
しいとするならば，飼料生産を行なう土地基盤，あるいは家畜のふん尿を処
理し，それを地力に転化しうるだけの土地基盤が必要である。個別農家のも
つ土地基盤はさまざまであるが，多くの農家が，上のような意味の土地基盤
をもっているとは考えられない。従って，そこで成立する複合経営は地力維
持のメカニズムを欠く不完全なものとならざるをえない。
　それを完全なものに近づけてゆくためには，土地基盤の拡張や土地改良な
どの施策が必要となるのである。家族労働力を中心とする小農経営での複合
化には限界があるとして，共同化による合理的農業を主張し実践している例
として次の例をあげることができる。
　茨城県の新平須協同農場は，15戸，22．5ヘクタールの共同農場であり，稲
作と養豚，酪農の組合せによって，高い地力維持のメカニズムをもちつつ，
　　　　　　　　　　　　　Ctl）高い収量と所得を実現している。家族経営には，老人，婦人の重労働である
とか，社会の食糧需要に答えられない生産力水準の低さとかいろいろな矛盾
があり，それ故に後継者がなくなり，くつれているわけであり，これを一面的
（4）上野　満『協同農業40年』家の光協会　1970年。
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に美化することはできないのである。さまざまな矛盾をもちつつも，ソ連や
中国の農業共同化は，個別経営の矛盾を解決するものとして形成されてきた
ものである。大規模な共同農場は，土地の利用，機械の利用，最新の科学技
術の応用においてより大きなキャパシティをもち，　「生物・家畜生産の技術
的合理性」発揮しうる可能性は非常に大きいと言わなければならない。従っ
て，今日，我国で問題となっている家族労働に基礎をおく小農的複合経営路
線は，超歴史的な，また普辺的な意味での追求すべき課題ではなく，今日の
時点で，国独資的な農業近代化路線に対するアンチテーゼとして，それを克
服し，未来への展望をきつく手がかりとして考えてゆくべきものであろう。
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